




「近畿防災連絡会としての取り組む方向性」
（平成24年2月17日開催）

１） 組織の拡充

災害時に有益な情報を多数保有する指定公共機関（災害対策基本法に基づ
く）等との連携強化を行うため、関係する組織を追加拡充

（指定公共機関等の会への参画拡充）

２）情報共有の促進

各機関の防災に関する取組について情報共有を促進。

（中央防災会議の審議を受けての取組など）

３）災害時対応のあり方（連携強化）

災害時、現地対策本部での各機関の役割分担、連携して対応する取組等を
整理・検討。

など

１

今後の検討方針 （前回会議での確認事項）



近畿防災・危機管理戦略検討会を開催 （参考）
【会議の目的】
防災・危機管理に関わる近畿所在の指定地方行政機関並びに指定公共機関が相互に緊密に協力、
連携し、戦略的な取り組みを展開することで近い将来に発生確率の高い、東海・東南海・南海地震な
ど広域で大規模な災害時等において、円滑に対処することを目的として開催。

【会議の目的】
防災・危機管理に関わる近畿所在の指定地方行政機関並びに指定公共機関が相互に緊密に協力、
連携し、戦略的な取り組みを展開することで近い将来に発生確率の高い、東海・東南海・南海地震な
ど広域で大規模な災害時等において、円滑に対処することを目的として開催。

【主な議事】
・ 東海、東南海、南海地震への対応等について情報共有

各機関の防災に関する取組（中央防災会議の審議を受けての取組など） を機関毎に紹介。

・ 内閣府の最近の取組について情報提供

中央防災会議での議論など最新の検討状況を内閣府より紹介。

・今後の会議のあり方について
災害時に有益な情報を多数保有する指定公共機関（災害対策基本法に基づく）等との連携強化を行うため、関係
する組織を追加拡充することを決定。
今後、連絡会では情報共有、連携強化に併せて、現地対策本部での各機関の役割分担等を整理・検討していく。

【主な議事】
・ 東海、東南海、南海地震への対応等について情報共有

各機関の防災に関する取組（中央防災会議の審議を受けての取組など） を機関毎に紹介。

・ 内閣府の最近の取組について情報提供

中央防災会議での議論など最新の検討状況を内閣府より紹介。

・今後の会議のあり方について
災害時に有益な情報を多数保有する指定公共機関（災害対策基本法に基づく）等との連携強化を行うため、関係
する組織を追加拡充することを決定。
今後、連絡会では情報共有、連携強化に併せて、現地対策本部での各機関の役割分担等を整理・検討していく。

■日時：平成24年2月17日 14：00～16：00
■会場 ：大阪合同庁舎4号館 4階講堂
■参加機関：近畿地方整備局（事務局）、各省庁地方支分部局、
陸上自衛隊、海上保安庁等
※その他、近畿所在の指定公共機関（災害対策基本法に基づく）もオブザー
バーとして参加

■日時：平成24年2月17日 14：00～16：00
■会場 ：大阪合同庁舎4号館 4階講堂
■参加機関：近畿地方整備局（事務局）、各省庁地方支分部局、
陸上自衛隊、海上保安庁等
※その他、近畿所在の指定公共機関（災害対策基本法に基づく）もオブザー
バーとして参加

会議風景

２



【１】 組織拡充（H25.3.7時点）

・指定地方行政機関等 （16  → 20機関 ）
・指定公共機関 （ 21機関 ）
・関係機関 （ 14機関 ）
・オブザーバー （ 12府県政令市他1機関 ）

（本会の経緯）
・H17. 3.31 第１回担当者会議（趣旨、規約案、検討内容討議）
・H17. 5.20 第２回担当者会議（設立準備事前調整）
・H17. 6.13 部長級会議（大規模災害･重大事故への対応等）
・H17. 6.14 第１回局長級会議（情報共有、初動時の体制、防災中枢機能） 会の設立
・H18. 2.23    第２回局長級会議（情報共有、防災中枢機能）
・H23.12. 1    第1回作業部会
・H24. 2.17    第3回局長級会議（組織拡充、情報共有の促進、災害対応のあり方）

（会の名称変更：近畿防災連絡会）
・H24.4.25     第2回作業部会
・H25.3.  7     今回会議

３

今後の検討方針 （１）



【２】 情報共有の促進

（検討方針案）
●各機関の取組み概要の公表(HP公表）
●被害等映像情報（参考 ３）
●国土基盤（デジタル）地図情報の活用

【課題】 （東日本大震災等を踏まえた課題など）
□被害最小化に向けた対応強化

・ 災害対策、対応機能強化
・ 災害時対応協定締結機関並びに関係機関との連携強化
・ 初動時における支援活動計画の策定
・ 防災関係機関との連携

□必要とされる資機材や物資等の確保
・ 災害発生時に必要となる資源等の確保
・ 通信機能、手段の確保強化

□物資等輸送に関する支援確保
・ 緊急輸送道路等の確保
・ 支援要員の輸送手段確保

□他機関への復旧支援強化
・ 災害対策用機械等の確保
・ 被害映像情報の提供、共有

□広報の強化

４

今後の検討方針 （２）



【３】災害時対応のあり方 （連携強化）
災害時における連携して対応する取組み等の整理・検討

※ 今回上記検討を進める上での各機関の取組みについての情報提供
①堺泉北港 堺２区 基幹的広域防災拠点について（近畿地方整備局）
②近畿運輸局における防災対応への取組みについて（近畿運輸局）

（検討方針）
各機関等の連携方策について、作業部会又はWG設置により以下の項目
について検討を行う。
（検討項目など）
①防災拠点等連携（参考１：堺2区基幹的広域防災拠点参照）
②物資、燃料確保（参考２：近畿運輸局の取組み参照）
③通信機能等確保（参考３）
④サプライチェーンの早期復旧（参考４）
⑤訓練 （参考５）
⑥連携活動調査の実施（参考６）

５

今後の検討方針 （３）



凡例
： 国土交通省光ケーブル（主ルート）

： NEXCO西日本光ケーブル（迂回ルート）

南紀田辺IC

紀南

河川国道事務

所

和歌山IC

広川IC

NEXCO阪和道
光ケーブル

【ループ化のイメージ】

和歌山河川

国道事務所

紀南河川

国道事務所

主ルート（国道42号光ケーブル）

迂回ルート（阪和道光ケーブル）

■地震・津波による被災を想定して
伝送路を多重化

①NEXCO阪和道に敷設された

光ケーブルネットワークの利用

②多重無線回線網と光ケーブルネット

ワークの統合化

国道４２号

光ケーブル

和歌山河川国道事務所

▲

▲

▲

▲

多重無線回線

多重無線回線網（サブルート）

多重無線中継所

６

映像情報伝送路の多重化 （参考３－１）



田辺市

すさみ町

串本町

那智勝浦町

新宮市

14
1311311

169169
2424

168168

4242

311311

4242

168168

309309

425425

309309

4242

太地町

印南町

みなべ町

御坊市

白浜町

■発災直後の被災状況把握のため、
国道監視・広域監視カメラを設置

広域監視カメラ設置予定２

（那智勝浦町）
①Ｒ４２号及び広域監視

②無線ＬＡＮ化

③予備電源搭載

広域監視カメラ設置予定１

（すさみ町）
①Ｒ４２号及び広域監視

②無線ＬＡＮ化

③予備電源搭載

■国道４２号 管理延長 ２１４ｋｍ

既設の映像監視カメラ台数 １１２台

管理延長

Ｒ４２号

２１４ｋｍ

すさみ大橋Ｒ４２号

監視

映像
広域監視映像

７

映像監視カメラの設置 （参考３－２）



【調査目的】

・近畿圏の総合都市交通体系調査の一環として、
東日本大震災の教訓を踏まえながら、サプラ
イチェーンの現状把握、及び物流を取り巻く
課題等の整理

【調査内容】

・様々な業種の事業所に対するアンケート調査

・発着する物流の実態、貨物車交通の実態、立
地状況の評価、高速道路や港湾空港施設の利
用状況、社会資本整備に対するニーズ把握等

【調査スケジュール（予定）】

・平成25年度から「調査方法など実施に向けての課題整理」や「とりまとめ方針」

等について検討

兵庫県

大阪府

奈良県

滋賀県

和歌山県

京都府

【調査主体】

・京阪神都市圏交通計画協議会（府県指定市他で構成）
【調査対象範囲】

８

近畿圏における物資物流調査について（予定） （参考４）



９

平成２４年度 防災訓練（１） （参考５）
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平成２４年度 防災訓練（２） （参考５）
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国土交通省広域ブロック連携防災訓練（１） （参考５）
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国土交通省広域ブロック連携防災訓練（２） （参考５）



自衛隊（中越地震）

警察

消防、救急（東日本大震災）

救急、医療
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TEC指令部

道路班

河川班

道路・河川班

土砂班

高度技術指導班

自治体支援班

災対機械・衛星通信班

リエゾン

人
命

緊
急

人員・物資輸送

緊急

建設会社
9/16～赤谷、熊野
9/30～北股
10/8～長殿、栗平
12/11～那智川

地質
9/6～相野谷川
・・・

コンサルタンツ
9/9～河道閉塞
・・・

＞防災関係機関の災害活動内容・目的について、時期毎に
数や要望事項を把握して分析＜

・時期毎に、必要な災害協定を整理
・時期毎に、有効な情報共有、連携内容を明らかにする

↓
・課題対応、目標の設定、確認する指標を設定

↓
・訓練で内容確認、改善

↓
＊災害時の対応を円滑にし、被害軽減を図る

避難
二次災害防止

13

近畿防災連絡会の活動検討、災害協定の整理 （参考６）



15

人命捜査

遺体収容

生存者保護

物資輸送

原発対応

3/18 10.6万
人

3/11 0.8万人

3/12 2万人

3/13 6.1万人

3/14 6.6万人

3/15 7万人

3/16 7.6万人 3/17 7.6万人

自衛隊

ＤＭＡＴ

14

地震発災後1ヶ月（3/11～4/11）におけるTEC-FORCE活動状況
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○＜建設会社
＞ 災害協定
数の拡大

○＜民間＞
燃料輸送協定

○＜自治体＞
広域防災拠点
の共有

○＜自治体＞ 管理区分を越えた応急復旧箇所の応急復旧ランク順実施

○（二次災害防止）＜関係団体＞ 大規模災害では、家屋、地盤、下水などの応急危険
度判定の早期支援要員の配分

○「道路啓開」＜警察＞ 啓開作業での行方不明者の確認

組織名：近畿地方整備局 「要望事項」

○＜研究機関＞ 連携調査・対応の実施

○＜個別専門家＞ 連携調査
○＜学会＞ 連携調査の実施

○＜民間＞ コンサル、地質会社との連携・活用

○＜地理院＞ 航空写真データ等の早期活用

○「道路啓開」＜自衛隊＞ 地域or業務区分をして実務展開、 ＜建設会社＞ 行政間で災害協定の一体活用

○＜行政間＞ 被災自治体要望に対する要望調整（調整会議）、リエゾン会議
○＜防災機関＞ 必要な防災無線情報の共有

［連携活動の調査］の実施について

目的：防災関係機関の発災後時間毎の活動内容を調査し、連携を高め災害活動の効果を向上させる。
発災前の事前項目も含み、災害活動の効果を高める。
関係機関が実施する災害活動を調査して、相互理解による連携項目・内容を検討する。
各関係機関との連携等について検討

調査内容：（１）東日本大震災等における、自組織（区分しても可）の災害活動項目と稼働人員を調査する。
同、現時点として、理想と考える自組織（区分しても可）の災害活動項目と稼働人員を記載する。

（２）別途、要望事項として、例えば、災害活動「人命捜査」において、＜要望相手＞に○○の調整要望
する事項を記載する。

（注）記載事項は、当参加機関以外の項目でも可とする。

対応：調査結果を取りまとめて、関係機関同士が調整しやすくする。
重複項目、重要項目については、別途調整打合せを設定する。
内容によって、協定締結や改訂を検討して頂くこととし、この提案をすることもある。
改善状況について、訓練で確認することを検討する。

※近畿防災連絡会にて、調査概要を提案し、後日、調査依頼を行う。
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近畿防災連絡会：連携活動調査 （東日本大震災ケース）



～ 3/10 3/11 3/12 3/13 3/14 3/15 3/16 3/17 3/18 3/21 3/26 3/31 4/5 4/10 4/20 4/30 5/10

専門家

応急復旧

被災調査

自治体支援

＜合計＞ 90 450 650 650

組織名：近畿地方整備局 （理想的展開（想定人員））

組織名：近畿地方整備局 （実績人員）

組織名：近畿地方整備局 「要望事項」

～ 3/10 3/11 3/12 3/13 3/14 3/15 3/16 3/17 3/18 3/21 3/26 3/31 4/5 4/10 4/20 4/30 5/10

専門家

応急復旧

被災調査

自治体支援

＜合計＞ 62 397 511 521

～ 3/10 3/11 3/12 3/13 3/14 3/15 3/16 3/17 3/18 3/21 3/26 3/31 4/5 4/10 4/20 4/30 5/10

専門家

応急復旧

被災調査

自治体支援

＜合計＞

○＜建設
会社＞ 災
害協定数
の拡大
○＜民間
＞ 燃料輸
送協定
○＜自治
体＞ 広域
防災拠点
の共有

○＜研究機関＞ 連携調査、連携対応の実施
○＜学会＞ 連携調査の実施
○＜建設会社＞ 行政間で災害協定の一体活用 ○＜自衛隊＞ 地域or業務区分をして実務展開
○＜自治体＞ 管理区分を越えた応急復旧箇所の応急復旧ランク順実施

○＜地理院＞ 航空写真データ等の早期活用
○＜民間＞ コンサル、地質会社との連携・活用

○＜警察＞ 啓開作業での行方不明者対応
○＜団体＞ 家屋、地盤などの危険度判定
○＜行政間＞ 被災自治体要望に対する要望調整（調整会議）、リエゾン会議
○＜防災機関＞ 必要な防災無線情報の共有 16

近畿防災連絡会：連携活動調査 （東日本大震災ケース）


